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公布された法令のあらまし 

緊急雇用就業機会創出等事業基金等設置条例の一部を改正する条例（条例第１号） 

国の緊急雇用創出事業臨時特例交付金等を活用して行う事業が終了したことに伴い、これらの事業の資金に

充てるため設置した緊急雇用就業機会創出等事業基金、社会福祉施設等防災整備基金及び自殺対策強化基金を

廃止することとし、所要の整備を行うこととした。 

県有施設等整備基金条例（条例第２号） 

老朽化への対応に加え、人口の減少等社会情勢の変化に伴う県民ニーズに対応した規模、機能の見直し等も

含めた、県有施設その他関連する施設の計画的な修繕、改修、建替えその他の整備を推進するため、県有施設

等整備基金を設置することとした。 

地域創生基金条例（条例第３号） 

県政150周年を迎えることを契機として、少子高齢化、人口減少、東京圏への人口集中等の課題の克服及び将

来にわたる活力ある地域社会の構築に向け、地域創生のための人口対策及び地域の元気づくりに関する施策を

より積極的かつ戦略的に推進するため、地域創生基金を設置することとした。 

国民健康保険事業広域化等支援基金条例を廃止する条例（条例第４号） 

国民健康保険事業の運営の広域化又は国民健康保険の財政の安定化に資する事業の終了に伴い、国民健康保

険事業広域化等支援基金を廃止することとした。 

住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例（条例第５号） 

住宅宿泊事業に起因する騒音、近隣住民とのトラブル等の発生による県民の生活環境の悪化を防止するため、

住宅宿泊事業の実施を制限する区域及び期間を定めるとともに、住宅宿泊事業を営む者が講ずべき措置等を定

めることとした。 

１ 目的 

この条例は、法の規定に基づき住宅宿泊事業の実施を制限する区域及び期間を定めるとともに、住宅宿泊

事業者が講ずべき措置等を定めることにより、住宅宿泊事業の適正な運営を確保することを目的とする。 

２ 区域及び期間の制限 

 (1) 住宅宿泊事業は、次のアからキまでに掲げる区域の区分に応じ、それぞれ当該アからキまでに定める期

間には、実施してはならないものとする。 

ア 知事が旅館業の許可を与える場合に当該施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがないかどう

かにつき意見聴取をすべきものとされる旅館業法に定める学校、児童福祉施設等の施設の敷地（これら

の用に供するものと決定した土地を含む。）の周囲100メートル以内の区域 ４月１日から翌年３月31日

までの期間 

イ 都市計画法に規定する第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、第１種中高層住居専用地

域、第２種中高層住居専用地域又は田園住居地域 ４月１日から翌年３月31日までの期間 

 

兵庫県公報 
発  行  人 

兵   庫   県
神戸市中央区下山手通 

５丁目10番１号 

毎週火曜日及び金曜日発行、 

その日が休日のときはその翌日 （兵庫県民の旗＝県旗）平成30年３月５日 月曜日  号  外 



平成30年３月５日 月曜日   兵 庫 県 公 報          号  外 

2 

ウ 景観法に規定する景観地区 ４月１日から翌年３月31日までの期間 

エ 温泉法の規定により指定された地域 金曜日の正午から翌週月曜日の正午までの期間及び国民の祝日

に関する法律に規定する休日の前日の正午から当該休日の翌日の正午までの期間（以下「週末等の期間」

という。）、７月１日正午から９月１日正午までの期間（以下「夏期」という。）並びに11月１日正午から

翌年４月１日正午までの期間（以下「冬期」という。） 

オ 自然公園法の規定により指定された国立公園、同法の規定により指定された国定公園及び兵庫県立自

然公園条例の規定により指定された県立自然公園の区域 週末等の期間、夏期及び冬期 

カ 景観の形成等に関する条例の規定により指定された景観形成地区及び同条例の規定により指定された

広域景観形成地域 週末等の期間、夏期及び冬期 

キ アからカまでに掲げる区域に近接する区域その他の区域であって、アからカまでに掲げる区域に準じ

て住宅宿泊事業の実施を制限することが特に必要であるものとして規則で定める区域 規則で定める期

間 

 (2) 知事は、(1)キの規則を定めようとするときは、あらかじめ、当該規則で定めようとする区域を管轄する

市町長の意見を聴くものとする。 

 (3) 市町長は、(1)アからカまでにより住宅宿泊事業の実施が制限される区域内において、土地利用の状況、

宿泊に対する需要の状況その他の事情を勘案し、(1)アからカまでによる制限により難い区域があると認め

るときは、規則で定めるところにより、当該区域において住宅宿泊事業を実施してはならない期間の制限

を解除し、又は緩和するよう知事に申し出ることができるものとする。 

 (4) 知事は、(3)による申出があった場合において、その必要があると認めるときは、当該申出に係る区域に

ついて、住宅宿泊事業を実施してはならない期間を別に定めることができるものとする。 

 (5) 知事は、(4)により区域及び期間を定めたときは、その旨を告示するものとする。 

３ 設備基準等 

 (1) 住宅宿泊事業者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令に規定する設備を届出住

宅（法に規定する届出住宅をいう。以下同じ。）に設置してはならないものとする。 

 (2) 住宅宿泊事業者は、宿泊者の衛生及び安全の確保並びに周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関する

規則で定める基準を遵守し、住宅宿泊事業を適正に運営しなければならないものとする。 

４ 周辺住民への説明等 

 (1) 住宅宿泊事業を営もうとする者は、当該住宅宿泊事業の内容を周知するため、規則で定めるところによ

り、あらかじめ、規則で定める周辺住民その他の関係者（以下「周辺住民等」という。）に対し、説明会の

開催その他規則で定める措置を行わなければならないものとする。 

 (2) 住宅宿泊事業を営もうとする者は、(1)による説明会の開催その他(1)の措置を行った場合において、周

辺住民等から当該住宅宿泊事業の実施に関し意見又は要望があったときは、適切かつ迅速に対応するもの

とする。 

 (3) 住宅宿泊事業を営もうとする者は、(1)及び(2)による取組を通じて周辺住民等の理解が得られるよう努

め、その理解の下に住宅宿泊事業を適正かつ円滑に実施することができるようにしなければならないもの

とする。 

５ 届出 

法の規定による届出書には、４(1)により開催した説明会の内容及び４(1)により行った措置の内容を記録

した書類その他規則で定める書類を添付しなければならないものとする。 

６ 協力の要請 

知事は、住宅宿泊事業に起因する騒音の発生、廃棄物の処理等に関し、周辺地域の生活環境の悪化を防止

するため、関係市町長に対し、必要な協力を要請することができるものとする。 

７ 建築基準条例等との関係 

建築基準条例その他の建築基準法に基づく県の条例又は規則の規定において「住宅」、「長屋」、「共同住宅」

又は「寄宿舎」とあるのは、届出住宅であるものを含むものとする。 

兵庫県営土地改良事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例（条例第６号） 

 土地改良法の一部改正により、農用地の全てについて農地中間管理機構が農地中間管理権を有すること等の

要件に適合する土地改良事業を行う場合に、土地改良計画において予定する用途以外の用途に供するため農用

地の所有権の移転等をした者等から特別徴収金を徴収することができることとされたこと等に伴い、所要の整

備を行うこととした。 



平成30年３月５日 月曜日   兵 庫 県 公 報          号  外 

3 

兵庫県立都市公園条例の一部を改正する条例（条例第７号） 

都市公園法施行令の一部改正により、県の区域内に都市緑地法に規定する市民緑地契約又は認定計画に係る

市民緑地が存する場合について、参酌すべき基準である住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準が見直さ

れたこと、同令で定める都市公園に設ける運動施設の敷地面積の上限が参酌すべき基準とされたこと等に伴い、

所要の整備を行うこととした。 

兵庫県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（条例第８号） 

１ 今後の稼働見込みを踏まえ、兵庫県立姫路循環器病センターの病床数から非稼働の病床数を削減すること

とした。 

２ 医師の確保等により安定的かつ継続的に専門医療を提供する体制が整ったことに伴い、兵庫県立尼崎総合

医療センターの診療科目について所要の整備を行うこととした。 

条         例 

 緊急雇用就業機会創出等事業基金等設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成30年３月５日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第１号 

緊急雇用就業機会創出等事業基金等設置条例の一部を改正する条例 

緊急雇用就業機会創出等事業基金等設置条例（平成21年兵庫県条例第２号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

   消費者行政活性化事業基金等設置条例 

第１条中「、雇用及び就業の機会の創出」を削る。 

別表緊急雇用就業機会創出等事業基金の項、社会福祉施設等防災整備基金の項及び自殺対策強化基金の項を

削る。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

県有施設等整備基金条例をここに公布する。 

平成30年３月５日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第２号 

県有施設等整備基金条例 

（設置） 

第１条 県は、県有施設その他関連する施設の計画的な修繕、改修、建替えその他の整備（以下「施設整備」

という。）の資金に充てるため、県有施設等整備基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 （積立額） 

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額とする。 

 (1)  予算で定める額 

 (2)  基金から生ずる収入額 

 （管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他確実有利な方法により保管するものとする。 

 （処分） 

第４条 基金は、施設整備の財源に充てる場合に限り、処分することができる。 

（繰替運用等） 

第５条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属

する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

２ 知事は、基金の有利かつ効率的な運用のためその他財政上の必要があると認めるときは、基金の全部又は

一部を県債管理基金に積み立てることができる。  
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（補則） 

第６条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関して必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成30年３月30日から施行する。 

 （県有建物復興基金条例及び土地基金条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 県有建物復興基金条例（昭和35年兵庫県条例第１号） 

(2) 土地基金条例（昭和44年兵庫県条例第54号） 

 （旧県有建物復興基金及び旧土地基金の県有施設等整備基金への積立て） 

３ 前項の規定による廃止前の県有建物復興基金条例に基づき積み立てられた県有建物復興基金及び同項の規

定による廃止前の土地基金条例に基づき積み立てられた土地基金は、この条例の施行の時に、この条例に基

づく基金として積み立てるものとする。 

 

地域創生基金条例をここに公布する。 

  平成30年３月５日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第３号 

地域創生基金条例 

 （設置） 

第１条 県は、兵庫県地域創生条例（平成27年兵庫県条例第４号）第９条及び第10条の規定により講ずる地域

創生のための人口対策及び地域の元気づくりに関する施策に係る事業（以下「地域創生事業」という。）の資

金に充てるため、地域創生基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立額） 

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額とする。 

 (1) 予算で定める額 

 (2) 基金から生ずる収入額 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他確実有利な方法により保管するものとする。 

（処分） 

第４条 基金は、地域創生事業の財源に充てる場合に限り、処分することができる。 

（繰替運用等） 

第５条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属

する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

２ 知事は、基金の有利かつ効率的な運用のためその他の財政上の必要があると認めるときは、基金の全部又

は一部を県債管理基金に積み立てることができる。 

（補則） 

第６条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関して必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年３月30日から施行する。 

（公共施設整備基金条例及び地域振興基金条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1) 公共施設整備基金条例（昭和49年兵庫県条例第14号） 

 (2) 地域振興基金条例（平成２年兵庫県条例第５号） 

（旧公共施設整備基金及び旧地域振興基金の地域創生基金への積立て） 

３ 前項の規定による廃止前の公共施設整備基金条例に基づき積み立てられた公共施設整備基金及び同項の規

定による廃止前の地域振興基金条例に基づき積み立てられた地域振興基金は、この条例の施行の時に、この

条例に基づく基金として積み立てるものとする。 
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国民健康保険事業広域化等支援基金条例を廃止する条例をここに公布する。 

  平成30年３月５日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

兵庫県条例第４号 

国民健康保険事業広域化等支援基金条例を廃止する条例 

国民健康保険事業広域化等支援基金条例（平成15年兵庫県条例第４号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、平成30年３月30日から施行する。 

 

住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例をここに公布する。 

平成30年３月５日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第５号 

住宅宿泊事業の適正な運営の確保に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号。以下「法」という。）第18条の規定に基づき法第

２条第３項に規定する住宅宿泊事業（以下「住宅宿泊事業」という。）の実施を制限する区域及び期間を定め

るとともに、同条第４項に規定する住宅宿泊事業者（以下「住宅宿泊事業者」という。）が講ずべき措置等を

定めることにより、住宅宿泊事業の適正な運営を確保することを目的とする。 

 （区域及び期間の制限） 

第２条 住宅宿泊事業は、次の各号に掲げる区域の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間には、実施し

てはならない。 

 (1) 旅館業法（昭和23年法律第138号）第３条第３項各号に掲げる施設の敷地（これらの用に供するものと決

定した土地を含む。）の周囲100メートル以内の区域 ４月１日から翌年３月31日までの期間 

 (2) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に規定する第１種低層住居専用地域、第２種低

層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域又は田園住居地域 ４月１日か

ら翌年３月31日までの期間 

 (3) 景観法（平成16年法律第110号）第61条第１項に規定する景観地区 ４月１日から翌年３月31日までの期

間 

 (4) 温泉法（昭和23年法律第125号）第29条の規定により指定された地域 金曜日の正午から翌週月曜日の正

午までの期間及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日の前日の正午から当該

休日の翌日の正午までの期間（以下「週末等の期間」という。）、７月１日正午から９月１日正午までの期

間（以下「夏期」という。）並びに11月１日正午から翌年４月１日正午までの期間（以下「冬期」という。) 

 (5) 自然公園法（昭和32年法律第161号）第５条第１項の規定により指定された国立公園、同条第２項の規定

により指定された国定公園及び兵庫県立自然公園条例（昭和38年兵庫県条例第80号）第３条第１項の規定

により指定された県立自然公園の区域 週末等の期間、夏期及び冬期 

 (6) 景観の形成等に関する条例（昭和60年兵庫県条例第17号）第８条第１項の規定により指定された景観形

成地区及び同条例第15条第１項の規定により指定された広域景観形成地域 週末等の期間、夏期及び冬期 

 (7) 前各号に掲げる区域に近接する区域その他の区域であって、前各号に掲げる区域に準じて住宅宿泊事業

の実施を制限することが特に必要であるものとして規則で定める区域 規則で定める期間 

２ 知事は、前項第７号の規則を定めようとするときは、あらかじめ、当該規則で定めようとする区域を管轄

する市町長の意見を聴くものとする。 

３ 市町長は、第１項第１号から第６号までの規定により住宅宿泊事業の実施が制限される区域内において、

土地利用の状況、宿泊に対する需要の状況その他の事情を勘案し、これらの規定による制限により難い区域

があると認めるときは、規則で定めるところにより、当該区域において住宅宿泊事業を実施してはならない

期間の制限を解除し、又は緩和するよう知事に申し出ることができる。 
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４ 知事は、前項の規定による申出があった場合において、その必要があると認めるときは、当該申出に係る

区域について、住宅宿泊事業を実施してはならない期間を別に定めることができる。 

５ 知事は、前項の規定により区域及び期間を定めたときは、その旨を告示するものとする。 

 （設備基準等） 

第３条 住宅宿泊事業者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行令（昭和59年政令第319

号）第３条第３項第１号イ又はロに掲げる設備を届出住宅（法第２条第５項に規定する届出住宅をいう。以

下同じ。）に設置してはならない。 

２ 住宅宿泊事業者は、宿泊者の衛生及び安全の確保並びに周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関する規

則で定める基準を遵守し、住宅宿泊事業を適正に運営しなければならない。 

（周辺住民への説明等） 

第４条 住宅宿泊事業を営もうとする者は、当該住宅宿泊事業の内容を周知するため、規則で定めるところに

より、あらかじめ、規則で定める周辺住民その他の関係者（以下「周辺住民等」という。）に対し、説明会の

開催その他規則で定める措置を行わなければならない。 

２ 住宅宿泊事業を営もうとする者は、前項の規定による説明会の開催その他同項の措置を行った場合におい

て、周辺住民等から当該住宅宿泊事業の実施に関し意見又は要望があったときは、適切かつ迅速に対応する

ものとする。 

３ 住宅宿泊事業を営もうとする者は、前２項の規定による取組を通じて周辺住民等の理解が得られるよう努

め、その理解の下に住宅宿泊事業を適正かつ円滑に実施することができるようにしなければならない。 

 （届出） 

第５条 法第３条第２項の届出書には、前条第１項の規定により開催した説明会の内容及び同項の規定により

行った措置の内容を記録した書類その他規則で定める書類を添付しなければならない。 

 （協力の要請） 

第６条 知事は、住宅宿泊事業に起因する騒音の発生、廃棄物の処理等に関し、周辺地域の生活環境の悪化を

防止するため、関係市町長に対し、必要な協力を要請することができる。 

（建築基準条例等との関係） 

第７条 建築基準条例（昭和46年兵庫県条例第32号）その他の建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく県

の条例又は規則の規定において「住宅」、「長屋」、「共同住宅」又は「寄宿舎」とあるのは、届出住宅である

ものを含むものとする。 

 （補則） 

第８条 この条例の施行に関して必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成30年６月15日から施行する。ただし、第２条第２項及び第３項並びに第４条の規定は公

布の日から、附則第３項の規定は同年３月15日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 新たに第２条第１項各号に掲げる区域（以下「制限区域」という。）に該当することとなった区域において、

当該区域が制限区域に該当することとなった際現に法第３条第１項の届出をして住宅宿泊事業を営んでいる

者は、第２条第１項の規定にかかわらず、同項各号に定める期間においても引き続き住宅宿泊事業を実施す

ることができる。 

３ 法附則第２条第１項においてその例によることとされる法第３条第２項の届出書には、第４条第１項の規

定により開催した説明会の内容及び同項の規定により行った措置の内容を記録した書類その他規則で定める

書類を添付しなければならない。 

 

兵庫県営土地改良事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成30年３月５日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第６号     

   兵庫県営土地改良事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例 

 兵庫県営土地改良事業分担金等徴収条例（昭和39年兵庫県条例第35号）の一部を次のように改正する。 
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 第１条中「第91条第１項及び」を「第91条第１項本文並びに」に改め、「第91条の２第１項」の右に「及び第

６項」を加える。 

 第２条第１項中「土地改良事業」の右に「（法第87条の３第１項の規定により行う土地改良事業（以下「機構

関連事業」という。）を除く。）」を加える。 

 第６条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（特別徴収金）」を付する。 

第７条中「第２条第１項」の右に「、第６条第１項」を加え、同条を第８条とする。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

第７条 県は、機構関連事業の施行に係る地域内にある土地につき法第91条の２第６項各号のいずれかに掲げ

る者が、当該機構関連事業の計画を定めた旨の公告があった日以後当該機構関連事業の工事の完了の公告が

あった日（その公告において工事完了の日が示されたときは、その示された日）の属する会計年度の翌年度

から起算して８年を経過しない間に、当該各号に定める場合に該当するときには、その者から、当該機構関

連事業に要する費用に充てるため国から交付を受けた補助金の額及び県が負担した額の合計額を同項第１号

イからハまで又は第２号イ若しくはロに掲げる行為に係る土地の面積に応じて割り振って得られる額の範囲

内で特別徴収金を徴収する。 

２ 知事は、特に納付の必要がないものとして承認したときは、前項の特別徴収金を免除することができる。 

別表ほ場整備事業の項及び水田農業振興緊急整備事業の項を削り、同表備考中「経営体育成基盤整備事業」

を「かんがい排水事業、経営体育成基盤整備事業及び畑地帯総合整備事業」に改め、「割合は、」の右に「かん

がい排水事業及び畑地帯総合整備事業にあっては100分の20とし、経営体育成基盤整備事業にあっては」を加え

る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

  兵庫県立都市公園条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

    平成30年３月５日 

         兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第７号 

   兵庫県立都市公園条例の一部を改正する条例 

兵庫県立都市公園条例（昭和39年兵庫県条例第53号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第１条の４」を「第１条の５」に改める。 

第１条の３中「10平方メートル」の右に「（県の区域内に都市緑地法（昭和48年法律第72号）第55条第１項

若しくは第２項の規定による市民緑地契約又は同法第63条に規定する認定計画に係る市民緑地（以下この条に

おいて単に「市民緑地」という。）が存するときは、10平方メートルから当該市民緑地の住民１人当たりの敷地

面積を控除して得た面積）」を、「５平方メートル」の右に「（当該市街地に市民緑地が存するときは、５平

方メートルから当該市民緑地の当該市街地の住民１人当たりの敷地面積を控除して得た面積）」を加える。 

第１条の４の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（公園施設の設置の基準）」を付し、同条中「同項

ただし書」の右に「（法第５条の９第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を加え、「第５項」

を「第６項」に改め、第１章の２中同条の次に次の１条を加える。 

第１条の５ 政令第８条第１項の規定による条例で定める割合は、100分の50とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 兵庫県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成30年３月５日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三  

兵庫県条例第８号 

   兵庫県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 兵庫県病院事業の設置等に関する条例（昭和41年兵庫県条例第56号）の一部を次のように改正する。 
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 第２条第３項の表兵庫県立尼崎総合医療センターの款内科の項中「感染症内科」を「感染症内科 小児感染

症内科」に改め、同款外科の項中「形成外科」を「形成外科 小児形成外科」に改め、同表兵庫県立姫路循環

器病センターの款中「350」を「330」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第３項の表兵庫県立尼崎総合医療センターの款内科の

項及び外科の項の改正規定は、平成30年４月１日から施行する。 
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